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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
＜本発明のバニリルアルキルエーテル＞
　本発明の化粧料は、必須成分としてバニリルアルキルエーテルを含有することを特徴と
する。バニリルアルキルエーテルを構成するアルキル基としては、炭素数１～４のものが
好ましく、例えば、バニリルメチルエーテル、バニリルエチルエーテル、バニリルプロピ
ルエーテル、バニリルイソプロピルエーテル、バニリルブチルエーテル、バニリルセカン
ダリーブチルエーテル、バニリルイソブチルエーテル、バニリルターシャリーブチルエー
テル、バニリルシクロプロピルメチルエーテル、バニリルシクロブチルエーテル等が具体
的に好ましく例示できる。この内、バニリルブチルエーテルは、既に市販されておりそれ
を用いることもできるし、バニリルアルコールを塩化チオニルなどのハロゲン化剤でハロ
ゲン化した後、水素化ナトリウムなどのアルカリ存在下対応するアルコールと縮合させて
製造し、使用することもできる。バニリルアルキルエーテルの含有量は、化粧料全量に対
して、０．１質量％以上であり、上限に特に規定はないが、多すぎると刺激が強くなりす
ぎる場合があるため、１質量％を上限として含有することが好ましい。本発明の化粧料に
おいては、バニリルアルキルエーテルを唯一種含有させることもできるし、二種以上組み
合わせて含有させることもできる。好ましい形態は、バニリルブチルエーテルを単独で含
有する形態である。                                                         
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